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題名／秋の集落　提供／大波 天久　中国書法研究院客員教授

～従業員向けの情報も満載です。　事業所内にて御回覧下さい～
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ID・パスワードは 会員ID：1101　パスワード：1005

インターネットセミナー

郡山法人会のホームページから無料でセミナーがご覧いただけます

http://www.koriyama-hojinkai.or.jp

お問い合わせは郡山法人会事務局まで　ＴＥＬ：024-933-7777

会員は専用IDとパス
ワードを入れてログ
インする事により多
くのコンテンツが視
聴可能となります。

ログインIDとパスワードを入力してログインしてください

で検索いただけます

ログインID パスワード ログイン

無料 郡山法人会

●●●● ●●●●

300タイトル以上のセミナーが無料で受講できます



平成28年度 国家公務員「税務職員採用試験」
（高校卒業程度）のお知らせ

税務署ニュース

　仙台国税局では、税務のスペシャリストとして活躍するバイタリティー
あふれる税務職員を募集しています。
　国の財政を支える税務職員に、あなたもチャレンジしてみませんか？
受験資格
① 高卒見込の者及び高卒後3年を経過していない者
② 人事院が①に掲げる者と同等の資格があると認める者

受験申込受付期間
平成28年6月20日㈪から 平成28年6月29日㈬まで

受験申込方法
受験申込みはインターネット申込みとする。
なお、インターネットで申し込めない場合は、受験申込受付期間前に仙台国税局人事第二課
又は人事院東北事務局へ連絡する。

第1次試験日
平成28年9月4日㈰

試験に関するお問い合わせ先
仙台国税局人事第二課試験研修係・・・TEL.022-263-1111　内線3236
人事院東北事務局・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・TEL.022-221-2022

法人会は会社経営の効率化のために
e-Taxの普及を支援しています。

ご利用に際し条件、注意事項があります。
詳しくはホームページでご確認ください。 イータックス 検索法人会

e-Taxを利用して電子申告等をした後に、届出を
した預貯金口座から、簡単な操作で即時又は期日
を指定して納付することができます。

e-Tax国税電子申告・納税システム

納税にはダイレクト納付が便利です！

「e-Tax」なら国税に関する申告や納税、申請・届出などの手続がインターネットで行えます。

電子申告で電子申告で
効率UP!効率UP!

※事前にダイレクト納付利用届出書の提出が必要です。 
※届出書の提出から利用可能となるまで、1か月程度かかります。

e-Taxを利用して
所得税及び

復興特別所得税の
申告をすると

こんなメリットが！

添付書類の
提出省略

還付が
スピーディー

●法人会　e-Tax広告2016　B6半/4C
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東北税理士会郡山支部
税理士 関川 尚宏

　所得税の確定申告も終盤にさしかかり、頭の中は120％所得税のことでイッパイ
イッパイの時「郡山税務署　法人○部門の○○様からお電話です」という内線を受け
取ります。案の定、税務調査のお誘い、いや税務調査の事前通知です。
　以前であれば、税務調査の事前通知は税務署からお客様に連絡があり、お客様か
ら事務所に連絡が入るパターンが多かったのですが、H27.6月以降は「税務代理権
限証書」（これは通常、法人税などの申告を代理する税理士が申告書に添付する書類
です）の提出があれば、代理人である税理士に通知すればよいことになりました。お
客様にとっては、突然税務署からの電話を受けるより、事務所から連絡される方が精
神的にかなりいいのではないでしょうか。
　この事前通知では
　　・調査対象の納税者名
　　・調査を開始する日時・場所
　　・調査の目的
　　・調査対象の税目・期間
　　・調査官の氏名　等
を電話で説明されるのですが、ある程度お決まりの内容ですので、この数分間が結構長く感じます。その辺
はカットしてもいいですよと思っても、決まり事なので無理なのでしょうね。
　お客様との日程調整などを行い、いよいよ当日です。初日の最初の一時間位は、調査官が社長から事業内
容などの説明を受けます。この時、世間話のような会話も交わされますが、これを単なる雑談と思っては大
間違いで、すでに調査は始まっているのです。おしゃべり好きの社長のときには「問わず語りになりませんよ
うに…」と内心かなりハラハラしながら聴いています。その後、本格的に調査開始。
　現金商売のお客様の時には、まず現金の実査から入ることがあります。現金出納帳と手元現金の突合で
す。この時いつも思うのは、日々の記帳の大切さです。毎日毎日帳簿をつけることは大変なことですが、スピ
ーディーな財務データの把握のみならず、帳簿の信頼性を高めるためにも、とても重要なことです。
　次に、書類の確認に入ります。流れは「売上・仕入・棚卸・経費」の順番が一番多いパターンです。損益計算
書の上から見ていく感じですね。この時も、原資記録や証憑書類の確認の大切さを痛感します。税務調査を
受けた直後は、毎月の巡回監査でいつも以上に原資記録などの確認に時間を費やすのですが、しばらく過ぎ
ると「喉元過ぎれば…になってしまうのが僕の悪い癖（相棒の杉下右京風に）」。明日から…ではなく今から心
を入れ替えて巡回監査を行います！
　このような感じで２～３日間の税務調査が行われますが、税務調査で指摘され修正申告を行うときには本
税だけではなく延滞税などのペナルティも納付します。そのペナルティのうち無申告加算税と重加算税につ
いて少し気になる改正が行われました。H29.1.1以降、悪質な脱税を防止するため、過去５年以内に無申告
加算税または重加算税を課された者から無申告または仮装・隠蔽による修正申告書の提出があった場合、加
算税が10％加重（改正前：15％～40％、改正後：25％～50％）されます。これをご覧の方達は大丈夫だと
思いますが、重加算税を課された納税者には次の税務調査が５年以内に行われる可能性が高いですし、この
％を目にすると適正申告が重要なんだと再認識させられます。
　今年の後半はどのような税務調査があるのでしょうか。でも、お客様にとっては税務調査はないのが一番
ですね。

税のミニ通信 最近の税務調査あれこれ
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　平成27年度事業が無事終了し、各支部、各部会報告会が
それぞれ開催された。
　各支部報告会では、①平成27年度事業経過報告並びに
収支決算の件、②平成28年度事業計画（案）並びに収支予
算（案）の件について上程され、異議なく承認された。
　税務研修会では、郡山税務署担当官より、消費税の軽減
税率制度が導入されるにあたり、制度の内容と対応のポイ
ントについて解説していただいた。
　女性部会では、郡山税務署長 畠山良昭氏を講師に迎え、

「税のあれこれ」と題し、税務研修会を開催。報告会では、上
程議案通りすべての議案が可決された。
　青年部会研修会は、公益財団法人 三菱商事復興支援財
団の中川剛之氏に「三菱商事復興支援財団の復興支援の
取組について」ご講演いただいた。東日本大震災により被
災した地域の産業復興や雇用創出を目的に、事業者への支
援事業を実施。また、震災によって修学が困難な状況にあ
る学生への奨学金制度や、被災地の復興支援に携わる非営
利団体をサポートするための助成金事業の実施などの取
り組みについて説明した。
　その後、報告会を開催し、上程議案が異議なく承認。石井
敏也部会長の退任に伴い、幕田宙晃氏（副部会長）が部会
長に選任された。

田村・三春・小野支部
 青年・女性部会報告会開催
田村・三春・小野支部
 青年・女性部会報告会開催

女性部会報告会

講師の畠山署長

幕田宙晃新部会長

青年部会報告会

発行所　郡山市虎丸町14番2号　公益社団法人郡山法人会　（024-933-7777）　　編集　広報委員会


